
令和元年度　施策評価結果一覧表

（平成３０年度に実施した事業の評価）

城里町まちづくり戦略課



○評価実施施策　　３７施策 ○施策別の評価実施事業数
章－節 主要施策名 事業数 章－節 主要施策名 事業数

○評価の結果 １－２ 道路・交通体系の整備 7 ３－５ 消費者保護の推進 1
施策目的の達成状況 施策数 割合(％) １－３ 上・下水道の整備 10 ３－６ 住みたくなるまち，働きたくなるまちの構築 1

Ａ：目標を上回る 5 13.5 １－４ 公園・緑地の整備と緑化の推進 2 ４－１ ともに社会を生き抜く力を身に着ける教育 9
Ｂ：概ね目標を達成 32 86.5 １－５ 情報通信網の整備・充実 1 ４－２ 安心して学べる教育環境の整備 5
Ｃ：目標を下回る 0 0.0 １－６ 景観の形成 2 ４－３ 生涯にわたって学べる環境の整備 21

計 37 100.0 １－７ 住宅地・住宅の整備 3 ４－４ 郷土の文化の継承と文化財の保護 3
１－８ 消防・救急体制の強化と防災の推進 4 ５－１ 自然環境の保全 2

後期計画での取り組み方針 施策数 割合(％) １－９ 防犯・交通安全対策の推進 4 ５－２ 循環型社会の形成 4
Ａ：重点化して実施 17 45.9 ２－１ 地域福祉の充実 6 ５－３ 低炭素社会の形成 1
Ｂ：現状維持 19 51.4 ２－２ 子育て支援の充実 10 ６－１ 住民主体のまちづくり 2
Ｃ：縮小して実施 1 2.7 ２－３ 高齢者福祉の充実 6 ６－２ 多様な交流の推進 1

計 37 100.0 ２－４ 障害者福祉の充実 7 ６－３ 人権尊重と男女共同参画社会の推進 3
２－５ 保健・医療の充実 8 ６－４ 行財政運営の合理化・効率化 15
２－６ 社会保障制度の充実 18 ６－５ 広域行政の推進 1
３－１ 農林業の振興 30 ３５ 計 192
３－２ 商工業の振興 1
３－３ 観光・レクリエーションの振興 4 192

○凡例（事務事業の貢献度と今後の方向性）

　　　　　　　・貢献度 ・事業の方向性 　　　・予算の方向性

　　　　　　　Ａ：高い Ａ：拡充 　　　Ａ：拡充

　　　　　　　Ｂ：やや高い Ｂ：方法改善 　　　Ｂ：現状維持

　　　　　　　Ｃ：やや低い Ｃ：縮小 　　　Ｃ：縮小

　　　　　　　Ｄ：低い Ｄ：廃止・他事業との統合 　　　Ｄ：廃止・他事業との統合

合　計



予算の
方向性

1 県道改修事業（合併支援道路整備事業） 都市建設課 A C

2 道路維持事業 都市建設課 A A

3 町道改良工事 都市建設課 B B B B B

4 災害復旧事業 都市建設課 A B B B B

5 路線バス運行支援事業 まちづくり戦略課 B B B B A

6 新交通システム（デマンド交通）運行支援事業 まちづくり戦略課 B B A B B

7 公共交通活性化事業 まちづくり戦略課 A B B A A

1 水道施設整備管理事業 水道課 A B B A B

2 水道管理運営事業 水道課 A B B A B

1 流域関連公共下水道整備事業 下水道課 A A A B B

2 特定環境保全公共下水道整備事業 下水道課 B C C C C

3 公共下水道維持管理事業 下水道課 B B B A A
4 公共下水道公債管理事業 下水道課 B B B B B
5 農業集落排水施設維持管理事業 下水道課 B B B B B

6 農業集落排水公債管理事業 下水道課 B B B B B

7 合併処理浄化槽設置事業 下水道課 B B B B B

1 河川改修事業 都市建設課 A A B A B

1 公園維持管理事業 都市建設課 B B B B B

2 （社）茨城県緑化推進機構負担金 農業政策課 B B B B B

1 情報系インフラ・地域イントラ維持事業 まちづくり戦略課 B B B B B

1 自然環境保護事業 町民課 B B B B B

2 河川改修事業（河川美化事業） 都市建設課 A A B A A

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

上・下水道・河
川の整備　【上
水道】

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

平成２７年度に策定された新水道ビ
ジョンを基本として、水道施設再編・統
合をさらに進めるとともに災害や事故
に対応できる強靭な施設整備とライフ
ラインとしての水道の危機管理体制の
強化を図り、安全で安定的な給水行っ
ていく。

上・下水道・河
川の整備　【河
川】

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

住民意識の醸成と継続的な啓発が重
要であり、長期的施策として推進する。

4
公園・緑地の整
備と緑化の推進

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

公園の維持管理事業については、各
公園、緑地の必要性を確認、維持管理
の創意工夫を重ねて、実施して行く。

5
情報通信網の
整備・充実

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

光ケーブル網の整備により、ネットワー
ク網が完成し、全庁で利用が可能とな
り、整備された通信基盤の維持・充実
が更に必要である。

6 景観の形成
B

概ね目標を
達成

B
現状維持

住民意識の醸成と継続的な啓発が重
要であり、長期的施策として推進する。

1
安全・安心な生
活基盤のあるま
ちの実現

2
道路・交通体系
の整備

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

合併支援道路整備事業については、
早期完成を目指す。また、住民の生活
を確保する道路維持事業については、
事業の拡大を行いたい。

3

上・下水道・河
川の整備　【下
水道】

A
目標を上回

る

C
縮小して

実施

那珂久慈関連公共下水道事業及び特
定環境保全公共下水道事業を計画的
に推進し，順次事業計画区域の整備
を実施し，普及率の向上を図る。農業
集落排水事業では，老朽化が進む処
理施設について公共下水道への統合
を推進しながら適正な維持管理に努め
る。また，事業計画区域外地区につい
ては合併処理浄化槽の普及促進を図
る。
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予算の
方向性

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

1 町営住宅入居者管理事務 都市建設課 A A A A B

2 町営住宅維持管理事業 都市建設課 A A B A B

3 適正市街地形成事業 都市建設課 A A B A B

1 常備消防事務委託事業 総務課 A B B B B

2 消防団管理運営事業 総務課 B B B B B

3 AED設置事業 総務課 B B B B B

4 自主防災組織育成事業 総務課 A B B A A

1 防犯対策推進事業 町民課 A B B B B

2 防犯灯設置・管理事業 町民課 A B B B B

3 交通安全施設整備事業 町民課 A B B B B

4 交通安全対策推進事業 町民課 A B B B B

1 地域ケアシステム事業 長寿応援課 A B B A B

2 更生保護事業 福祉こども課 A A B A B

3 社会福祉協議会運営補助事業 福祉こども課 A C B C B

4 保健福祉センター事業 健康保険課 B A A A B

5 相談所運営委託事業 福祉こども課 A A B B B

6 ボランティア活動推進事業 福祉こども課 A A B A B

1 公立保育所事業 福祉こども課 B B A B B

2 民間保育所支援事業 福祉こども課 B A A B B

3 児童手当事業 福祉こども課 B B B B B

4 次世代育成支援金支給事業 福祉こども課 B A A B B

5 放課後児童健全育成事業 福祉こども課 A B A B B

6 多子世帯保育料軽減事業 福祉こども課 B B B B B

7 要保護児童対策地域協議会 福祉こども課 B B B B B

8 児童虐待防止緊急対策事業 福祉こども課 B A B B B

9 母子（父子）福祉事業 福祉こども課 B B B B B

10 子育て支援事業 健康保険課 B B B B B

7
住宅地・住宅の
整備

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

いずれも、必要な事業であることから維持
管理の改善に努め、計画的な運営を図る。
　4の被災住宅復興支援利子補給金交付
事業は、すでに募集停止しています。

8
消防・救急体制
の強化と防災の
推進

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

消防力については、人口減少傾向のため、人
員・設備の効率化を検討する必要がある。
防災については、住民の防災意識向上を図り、
自主防災組織の新規結成を含め地域の防災力
を高めるとともに、行政との連携を強化してい
く。

9
防犯・交通安全
対策の推進

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

設備等の整備を中心に進めながら、犯
罪及び事故防止と住民への啓発を推
進する。

1
地域福祉の充
実

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

町民のボランティア活動への理解と参
加を促すための施策に取り組む。地域
住民のつながりをより一層深める事業
を実施し、暮らしやすい環境の整備を
進める。

1
安心・安心な生
活基盤のあるま
ちの実現

2
健やかに暮らせ
るまちの実現

2
子育て支援の
充実

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

子どものいる家庭を社会全体で支援
し、次世代を担う子どもたちが生まれ、
育まれるよう子育て支援を推進する。
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予算の
方向性

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

1 老人保護措置事業 長寿応援課 B B B B B

2 愛の定期便事業 長寿応援課 B B B B B

3 家族介護用品支給事業 長寿応援課 B B B B B

4 在宅福祉事業 長寿応援課 B B B B B

5 高年者クラブ活動支援事業 長寿応援課 B B B B B

6 敬老事業 長寿応援課 B B B B B

1 障害者福祉事業（補装具費） 福祉こども課 A A B A A

2 認定調査審査会・認定調査 福祉こども課 B B B B B

3 地域生活支援事業 福祉こども課 A A A A A

4 自立支援給付費 福祉こども課 A A A A A

5 自立支援更生医療給付事業 福祉こども課 A A B A A

6 難病患者見舞金事業 福祉こども課 A A B A A

7 在宅障害児福祉手当事業 福祉こども課 A A B A A

1 母子保健事業 健康保険課 A B B A A

2 健康診査事業 健康保険課 A B B A A

3 健康づくり事業 健康保険課 A B B B B

4 保健衛生総務事業 健康保険課 A B B B B

5 予防接種事業 健康保険課 A B B B B

1 診療事業 診療所 A B B B B

2 施設維持管理事業 診療所 A B B B B

3 施設整備事業 診療所 A B B B A

1 国民健康保険資格管理事務 健康保険課 A B B B B

2 国民健康保険税管理事務 健康保険課 A A B A B

3 国民健康保険運営協議会管理事務 健康保険課 A B B B B

4 国民健康保険給付管理事務 健康保険課 A B B B A

5 後期高齢者医療資格管理事務 健康保険課 A B B B B

6 後期高齢者医療保険料管理事務 健康保険課 A B B B B

7 後期高齢者医療給付管理事務 健康保険課 A B B B B

8 医療費助成事務 健康保険課 A B B B B

9 国民年金事務 健康保険課 A B B B B

10 福祉年金事務 健康保険課 A C B B B

3
高齢者福祉の
充実

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

引き続き高齢者の生きがい作りや、ひ
とり暮らし高齢者等への支援体制を整
える。高齢者の増加に伴い、需要が増
えると見込まれる。

4
障害者福祉の
充実

保健・医療の充
実【保健】

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

機会あるごとに検診の受診勧奨を行
う。未受診者には、再通知、電話での
勧奨、乳幼児に関しては保育園等と連
携し受けない理由を把握する。また、
生活習慣改善のための行動変容の支
援を継続する。

保健・医療の充
実【医療】

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

地域住民が安心して暮らせる医療施
策。地域住民に信頼される医療施設
の整備を進める。

2
健やかに暮らせ
るまちの実現

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

福祉サービスの更なる充実を図り、地
域での生活を推進する。

5

6
社会保障制度
の充実【健康保
険課】

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

各保険事業の周知及び収納率の向上
税負担の公平性を確保するため、収
納対策室との連携

5 / 10 ページ



予算の
方向性

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

11 介護保険資格管理事業 長寿応援課 A B B B B

12 介護保険認定関係事務 長寿応援課 A B B B B

13 介護保険賦課関係事業 長寿応援課 A B B B B

14 介護保険給付事業 長寿応援課 A A B B A

15 介護予防・生活支援サービス事業 長寿応援課 A B A A A

16 一般介護予防事業 長寿応援課 A A A A A

17 介護予防支援事業 長寿応援課 A B A B B

18 地域包括支援センター事業 長寿応援課 A A A A A

1 担い手総合支援事業 農業政策課 B B B B B

2 農業者年金事務事業 農業委員会事務局 B B B B B

3 農ビ農ポリリサイクル事業 農業政策課 B B B B B

4 農業振興地域整備促進事業 農業政策課 B B B B B

5 農村環境保全事業（多面的機能支払交付金事業） 農業政策課 A B B B B

6 中山間地域等直接支払事業 農業政策課 A B B B B

7 農地流動化奨励金交付事業 農業委員会事務局 A A B A B

8 農業委員会補助事業 農業委員会事務局 A A B A B

9 グリーンツーリズム事業 農業政策課 B B B B B

10 農業生産基盤整備事業 農業政策課 B B B B B

11 要望苦情処業務 農業政策課 A B B B B

12 農林病虫害防除実施協議会補助事業 農業政策課 B B B B B

13 茨城栃木鳥獣害防止広域対策協議会事業負担金 農業政策課 B B B B B

14 水田農業構造改革推進事業 農業政策課 A B B A B

15 家畜防疫事業 農業政策課 B B B B B

16 家畜衛生指導協会事業 農業政策課 B B B B B

17 和牛ヘルパー利用部会事業 農業政策課 B B B B B

18 和牛改良組合事業 農業政策課 B B B B B

19 繁殖牛導入事業 農業政策課 B B B B B

20 有害鳥獣捕獲事業 農業政策課 A A A A A

21 経営安定対策事業 農業政策課 A B B A B

22 県営畑地帯総合整備事業 農業政策課 B B B B B

23 森林機能緊急回復整備事業 農業政策課 B B B B B

24 森林経営安定事業 農業政策課 B B B B B

25 林道の伐採除草 農業政策課 B A B B B

2
健やかに暮らせ
るまちの実現

6
社会保障制度
の充実【長寿応

援課】

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

各保険事業の周知及び収納率の向上
税負担の公平性を確保するため、収

納対策室との連携

3
活力とにぎわい
のあるまちの実
現

1 農林業の振興
B

概ね目標を
達成

A
重点化し
て実施

新たな農業政策の中で地域の実情に
沿った事業展開
町ブランド品、推奨品の選定拡大しＰＲ
と共に販路拡大に努める。
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予算の
方向性

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

26 身近なみどり整備推進事業 農業政策課 B B B B B

27 （社）茨城県治山林道協会 農業政策課 B B B B B

28 みどりの少年団補助金 農業政策課 B B B B B

29 森林組合補助 農業政策課 B B B B B

30 生産部会連絡協議会補助事業 農業政策課 B B B B B

1 商工業振興事業 まちづくり戦略課 B B B B B

1 キャンプ場管理事業 まちづくり戦略課 B C B B B

2 ホロルの湯啓発事業 まちづくり戦略課 B B B B B

3 観光ＰＲ事業 まちづくり戦略課 B B B B B

4 県立自然公園等の整備運営事業 まちづくり戦略課 B B B B B

1 消費者行政総務事業 まちづくり戦略課 B B A B B

1 地域おこし協力隊誘致 まちづくり戦略課 B B B B B

1 教育委員会事業 教育委員会 B B B B B
2 教育委員会事務局事業 教育委員会 B B B B B

3 成人式事業 教育委員会 B B B B B

4 小学校振興事業 教育委員会 B B B B B

5 中学校振興事業 教育委員会 B B B B B

6 学校給食調理事業 教育委員会 B B B B A

7 学校給食運営事業 教育委員会 B B B B B

8 学校給食維持管理事業 教育委員会 A B B B B

9 幼稚園施設整備・教育環境充実 教育委員会 B D C B B

2 商工業の振興
A

目標を上回
る

A
重点化し
て実施

・商工会と連携のうえ，経営指導・融資
制度等を活用し，基盤強化への支援。

3
観光・レクリエー
ションの振興

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

・キャンプ場の運営方法（統廃合）見直
しの推進。
・温泉施設の宣伝活動を積極的に推
進し，入場者数の増加を図る。
・情報発信及び観光ＰＲ等を更に積極
的に推進し，町のイメージアップ及び
観光集客数の増加を図る。

5
消費者保護の
推進

A
目標を上回

る

B
現状維持

・県補助金を活用し、積極的に啓発活
動を実施する。
・相談員を配置し、消費者相談を受け
付ける。

6
住みたくなるま
ち，働きたくなる
まちの構築

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

募集人員については，当面現状維持と
する。

3
活力とにぎわい
のあるまちの実

現

1 農林業の振興
B

概ね目標を
達成

A
重点化し
て実施

新たな農業政策の中で地域の実情に
沿った事業展開
町ブランド品、推奨品の選定拡大しＰＲ
と共に販路拡大に努める。

4
人と文化を育む
人間性豊かなま
ちの実現

1
ともに社会を生
き抜く力を身に
着ける教育

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

城里町教育大綱の町民への周知に努
めるとともに、本町で学び育った子供
たちが、本町で働き生活していきたい
と思う気持ちを育てるため、ふるさとへ
の愛着を持つことが出来る教育や機
会の充実を図る（「城里学ぶっく」の活
用）他、地域社会の一員としての自覚
が持てる教育を推進する。
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予算の
方向性

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

1 小学校管理運営事業 教育委員会 B B B B A

2 中学校管理運営事業 教育委員会 B B B B A

3 青少年相談員事業 教育委員会 B B B B B

4 青少年育成団体補助事業 教育委員会 B B B B B

5 学習機会提供事業 教育委員会 B B B B B

1 社会教育・生涯学習推進事業 教育委員会 B B B B B

2 公民館講座実施運営事業 常北公民館 B B B B B

3 公民館講座実施運営事業 桂公民館 B B B B B

4 公民館まつり実施運営事業 常北公民館 B B B B B

5 公民館まつり実施運営事業 桂公民館 B B B B B

6 スポーツ大会開催事業 教育委員会 B A B A B

7 生涯スポーツ振興事業 教育委員会 B B B B B

8 生涯学習スポーツ施設関係整備事業 教育委員会 B B A B A

9 第74回国民体育大会開催に向けた国体準備事業 教育委員会 B B A B A

10 公民館管理運営事業 常北公民館 B B B B B

11 公民館管理運営事業 桂公民館 B B B B B

12 公民館施設維持管理事業 常北公民館 B A A A A

13 公民館施設維持管理事業 桂公民館 B B A B A

14 伝習館管理事業 教育委員会 B B B B B

15 コミュニティセンター運営事業 コミセン B B B B B

16 コミュニティセンター施設維持管理委託事業 コミセン B B A B A

17 図書館運営事業 図書館 B B B B B

18 図書館施設維持管理事業 図書館 B B B B B

19 郷土史資料館運営事業 図書館 B B B B B

20 郷土資料館施設維持管理事業 図書館 B B B B B

21 生涯学習推進補助事業 教育委員会 B B B B B

22

23

24

1 文化団体育成補助事業 教育委員会 B B B B B

2 伝統芸能団体育成補助事業 教育委員会 B B B B B

3 文化財保護事業 教育委員会 B B B B B

2
安心して学べる
教育環境の整
備

A
目標を上回

る

B
現状維持

教職員の資質・能力の向上のため、教
育研究活動の支援を継続する。
また、すべての子供たちが質の高い教
育ができるよう就学支援の拡充等、学
習環境向上に努める。

4
郷土の文化の
継承と文化財の
保護

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

郷土芸能や地域文化を継承し保存す
るためには，団体等の活動は重要な
役割を果たしていることから支援する。

4
人と文化を育む
人間性豊かなま
ちの実現

3
生涯にわたって
学べる環境の整
備

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

町民のニーズに対応するため，社会変
化に対応した計画策定と年度ごとの事
業の見直しを行う。また，七会公民館
事業が七会町民センターにおいて事
業を継続することになるが，特に公民
館講座においては支障がないように事
業を推進する必要がある。

七会公民館が平成30年3月末をもって
廃止となることから，現在の事業を継
続できるよう調整を行うとともに，各公
民館講座等で習得した発表の場を提
供する。
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予算の
方向性

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

1 自然環境保護事業 町民課 B B B B B

2 生活環境保全事業 町民課 B B B B B

1 ごみ減量化事業 町民課 A A A A A

2 し尿処理事業 町民課 A B B B B

3 一般廃棄物処理施設建設事業 町民課 A A A A A

4 不法投棄抑制事業・環境美化事業 町民課 A A A A A

1 公害対策事業 町民課 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

1
自然環境の保

全

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

　行政が実施するハード事業のみなら
ず、住民参加型のソフト事業について
もバランスよく実施し、住民意識の醸
成を図ることが重要である。また、いず
れの事業についても、創意工夫を重
ね、長期的施策として推進する。

3
低炭素社会の
形成

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

　大気汚染防止法、騒音、振動規制
法、悪臭防止法等に基づき、大気汚
染、騒音、振動、悪臭などの公害を未
然に防止するため、発生源に対する規
制・指導に務めるとともに、有害化学
物質等の適切な情報の収集・提供を
推進する。

5

環境にやさしく、
豊かな自然と共
生するまちの実

現

2
循環型社会の

形成

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

　塵芥処理・し尿処理事業について
は、既存施設の適正な維持管理のもと
で、円滑で効率的な運営と処理体制を
図る。
　ごみ減量化・再資源化率向上に向
け、新たに容器包装プラスチック類の
分別を開始する等、さらなる資源ごみ
の分別徹底を推進し「将来にわたって
持続可能な循環型の地域社会づくり」
を目指す。
　焼却施設及びリサイクルセンターを
新たに整備し、町内のごみ処理の安
定化を図る。
　衛生センターの適正な処理能力、処
理性状に適した処理フローにて改修整
備を行い、施設の延命化・効率化を図
る。
　町民や事業者へ不法投棄等の防止
に向けた一層の啓発を進めるととも
に、ボランティアU.D.（不法投棄）監視
員や警察等関係機関と連携して監視
体制の強化を図る。
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予算の
方向性

政策　(基本目標) 施策　(主要施策) 事務事業評価 施策評価

大項目（章） 中項目（節）

目標達成
状況

主要施策
の取組み

方針
施策の今後の進め方 No. 事務事業名 担当課 貢献度

1 広報・広聴事業 まちづくり戦略課 A A A A A

2 自治振興事業 総務課 A B B B B

1 江戸川区交流事業 まちづくり戦略課 B B B B B

1 同和問題に関する事務 総務課 A B B A A

2 人権擁護事業 福祉こども課 A A B A B

1 男女共同参画事業 総務課 B A A A B

1 監査委員事務局運営事業 総務課 A B B B B

2 行政改革推進事務 総務課 B B B A B
3 行政評価制度導入事業 まちづくり戦略課 B B B B C
4 戸籍住民基本台帳事業 町民課 B B B B B
5 過疎地域自立促進事業 まちづくり戦略課 B B B B B
6 出納事務事業 会計課 B B B B B

7 出納事務事業（印紙販売・県証紙売捌き事務） 会計課 B B B B B

8 サテライト水戸事業推進事業 まちづくり戦略課 B B B B B

9 賦課管理事務 税務課 A B B B B

10 収納管理事務 税務課 A A B A B

11 税務管理事業 税務課 A B B B B

12 契約事務 財務課 B B B B B

13 財産管理事業 財務課 B B Ｃ B B

14 車両管理事業 財務課 B B Ｃ B B

15 備品管理事業 財務課 B B Ｃ B B

1 広域行政推進事業 まちづくり戦略課 B B B B B

1
住民主体のまち
づくり

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

H26から始まった町政懇談会を継続し
て行っていく

2
多様な交流の
推進

A
目標を上回

る

B
現状維持

庁内の推進体制を整備し、関係各課
連携した事業推進を図る。
また、都市交流事業全体の活動実績
を町内外へPRし，友好都市締結を目
指す。

3

人権尊重と男女
共同参画社会
の推進【人権尊
重】

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

広報紙やホームページなどあらゆる媒
体を活用し、啓発活動を行う。人権尊重と男女

共同参画社会
の推進【男女共
同参画】

B
概ね目標を

達成

A
重点化し
て実施

5
広域行政の推
進

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

新たな広域行政への対応と検討が求
められるなかで、周辺自治体との連
携・協調を図り、共有の行政需要に対
応する。

6
思いやりのある
自治のまちの実
現

4
行財政運営の
合理化・効率化

B
概ね目標を

達成

B
現状維持

地方交付税の縮減が見込まれる中、
町税の収入増は見込めないことから、
中期的展望に立った財政収支計画を
策定し、歳出全般の効率化と財源の
重点配分、計画的な基金繰り入れを行
い、健全な財政運営を目指す。
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